
廃棄物関係8
（１）廃棄物・リサイクル関連法の概要

大量生産、大量消費、大量廃棄の一方通行型の社会から循環型社会への転換を推進するために、「循環型社会形成推進基本法」を中心とした様々な法律が整備
されています。

１ 循環型社会形成推進基本法 （平成１２年制定）
循環型社会の形成についての基本原則や国等の責務を定めるとともに基
本計画の策定などについて定めることにより、環境への負荷ができる限り
低減される「循環型社会」の形成を推進する。

２ 廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）（昭和４５年制定）
廃棄物の排出抑制や適正な処理（分別、保管、収集、運搬、再生、処分
など）を行うことにより、生活環境の保全と公衆衛生の向上を図る。

３ 資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律）
（平成１２年制定）

資源の有効利用を図るとともに、廃棄物の発生抑制や環境保全に資する
ため、主に事業者等の取組を中心に廃棄物の発生抑制、再生部品等の利用
及び原材料としての利用を促進する。

４ 容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等
に関する法律） （平成７年制定）
家庭等から排出されるごみの約６０％（容積比）を占めている容器包装廃

棄物についての製造・利用事業者などによるリサイクルを義務付けること
により、一般廃棄物の減量と資源の有効利用を図る。

５ 家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法） （平成１０年制定）
家電製品の製造・販売事業者などに、廃棄物となった製品の回収、リサ
イクルを義務付けることにより、家電製品の効果的なリサイクルの推進と
廃棄物の減量化を図る。対象となる家電製品は、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、
洗濯機・衣類乾燥機、エアコンとなっている。

６ 建設リサイクル法（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律）
（平成１２年制定）

建設工事の受注者などに、建築物などの分別解体や建設廃棄物のリサイ
クルなどを義務付け、建設工事に係る資材の有効利用の確保及び廃棄物の
適正な処理を図る。

７ 食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）
（平成１２年制定）

売れ残りや食べ残し又は製造過程において発生する食品廃棄物につい
て、発生抑制及び減量化により最終処分量を減少させるとともに、飼料や
肥料等の原材料としてリサイクルするため、食品関連事業者による食品循
環資源の再生利用等の促進を図る。

８ 自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律）
（平成１４年制定）

自動車製造業者及び関連事業者による使用済自動車の再資源化などを適
正かつ円滑に実施するための措置を講じることにより、使用済自動車に係
る廃棄物の適正な処理とリサイクルを図る。

９ グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）
（平成１２年制定）

国等による環境物品等の調達の推進、情報の提供その他の環境物品等へ
の需要の転換を促進をするために必要な事項を定め、環境への負荷の少な
い持続的発展が可能な社会の構築を図る。
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１０ PCB特別措置法（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関す
る特別措置法） （平成１３年制定）
PCB廃棄物の保管、処分などについて必要な規制等を行うとともに、そ
の処理に必要な体制の整備を図る。

１１ 東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法
（平成２３年制定）

東日本大震災により生じた災害廃棄物を国が被害を受けた市町村に代わ
って処理するための特例を定め、あわせて、国が講ずべきその他の措置に
ついて定める。

１２ 小型家電リサイクル法（使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関す
る法律） （平成２４年制定）
使用済小型電子機器等に利用されている金属その他有用なものの相当部
分が回収されずに廃棄されている状況にあることから、使用済小型電子機
器等の再資源化を促進するための措置を講ずることにより、廃棄物の適正
な処理及び資源の有効な利用の確保を図る。

１３ 食品ロスの削減の推進に関する法律 （令和元年制定）
食品ロスの削減に関して、国、地方公共団体等の責務等を明らかにする
とともに、基本方針の策定その他食品ロスの削減に関する施策の基本とな
る事項を定めること等により、食品ロスの削減を総合的に推進する。

１４ プラスチック資源循環法（プラスチックに係る資源循環の促進等に関す
る法律） （令和３年制定）
プラスチック使用製品の設計から廃棄物処理に至るまでのライフサイク
ル全般であらゆる主体のリデュース・リユース・リサイクル・素材代替の
取組を包括的に促進する措置を講じ、資源循環の高度化に向けた環境整備
を行い、サーキュラーエコノミーへの移行を推進する。
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焼却以外の中間処理
２９８，１６５

総搬入量
２，２４３，７９７

総処理量
２，２４３，２３０

処分繰越等
－５６７

集団回収
８０，６８７

資源化（直接）
１４９，４３３

発 電減量化
１，６５６，３６０

焼 却
１，８７９，４４６

資源化（セメント等）
１５８，１１２

資源化
１７９，４７４

再生利用
５６７，７０６

資源化
８０，６８７

減量化
１４，３２５

発電リサイクル量
１，２１０，２０８

残渣焼却
８５，３１６

減量化
１，６７０，６８５

総排出量
２，３２４，４８４

処理後処分
１９，０５０

焼却残渣
６４，９７４

直接処分
１，５０２

最終処分
８５，５２６

�
�
直接焼却�

�１，７９４，１３０

７１．９％ ５２．１％ ２４．４％ ３．７％

年 度 計画収集処理量
①

直接搬入量
②

総搬入量
①＋②

資源ごみ集団回収量
③

全排出量
①＋②＋③

２８ ２，０６９，７１４ １３６，４８４ ２，２０６，１９８ １１６，７３９ ２，３２２，９３７

２９ ２，０５５，５５８ １３８，９０８ ２，１９４，４６６ １０９，７９８ ２，３０４，２６４

３０ ２，０５５，２５２ １４６，９６９ ２，２０２，２２１ １０５，２６２ ２，３０７，４８３

Ｒ１ ２，０７４，０１５ １５９，６６０ ２，２３３，６７５ ９６，１３０ ２，３２９，８０５

Ｒ２ ２，０８９，３６４ １５４，４４３ ２，２４３，７９７ ８０，６８７ ２，３２４，４８４

（３）ごみ処理状況の推移 （単位：t）

（２）ごみ処理の状況（令和２年度）
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（４）ごみの総搬入量の種類別内訳 （単位：千t）

年 度 混合ごみ 可燃ごみ 不燃ごみ 粗大ごみ 資源ごみ※１ その他※２ 合 計

２８
１５７ １，６４８ ８５ ３７ ２７７ ２ ２，２０６

７．１％ ７４．７％ ３．９％ １．７％ １２．５％ ０．１％ １００．０％

２９
１５６ １，６４３ ８５ ３８ ２７１ ２ ２，１９４※３

７．１％ ７４．９％ ３．９％ １．７％ １２．３％ ０．１％ １００．０％

３０
１５５ １，６４８ ８６ ４０ ２６９ ３ ２，２０２※３

７．１％ ７４．９％ ３．９％ １．８％ １２．２％ ０．１％ １００．０％

Ｒ１
１５７ １，６７２ ９０ ４３ ２７１ ２ ２，２３４※３

７．１％ ７４．８％ ４．０％ １．９％ １２．１％ ０．１％ １００．０％

Ｒ２
１５４ １，６５０ ９７ ４７ ２９３ ２ ２，２４４※３

６．９％ ７３．５％ ４．３％ ２．１％ １３．１％ ０．１％ １００．０％

※１ 缶、びん、古紙、布など再生利用を目的として回収したものをいいます。
※２ 従来「その他」に区分されていたごみ処理場への直接搬入ごみが平成１９年度から「混合ごみ」、「可燃ごみ」などに細分化されました。
※３ 端数処理の関係で合計が合いません。

（５）１日当たりのごみ排出量の推移

年 度 １日当たりのごみ排出量
（t）

１人１日当たりの排出量
（g）

２８ ６，３６４ ８６７

２９ ６，３１３ ８５８

３０ ６，３２２ ８５８

Ｒ１ ６，３６６ ８６２

Ｒ２ ６，３６８ ８６１

注１ 現在、国が採用しているごみ排出量の定義（排出量＝収集ごみ量+直接搬入量+集団回収量）により算出した数値です。
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（６）市町村における容器包装廃棄物の分別収集等の状況（令和２年度）

品 目

収集 再商品化

実施市町村数収集計画量（t）
Ａ

分別収集量（t）
Ｂ

達成率（％）
Ｂ／Ａ

再商品化量（t）
Ｃ

前年度保管残量（t）
Ｄ

再商品化率（％）
Ｃ／（Ｂ＋Ｄ）

無色ガラス １４，３３０ １２，１７６ ８５．０ １２，１６３ ３２ ９９．６ ６３

茶色ガラス １１，７００ ９，７７５ ８３．５ ９，７６６ ３８ ９９．５ ６３

その他ガラス ８，１６０ ８，３４６ １０２．３ ８，３３７ ６４ ９９．１ ５６

ペットボトル ２１，４２７ ２１，９９３ １０２．６ ２１，８９２ ８０ ９９．２ ６２

その他プラスチック ４０，４２３ ４１，９３１ １０３．７ ４１，１２７ ３５６ ９７．３ ３５

（うち白色トレイ） １７ ２５ １４７．１ １７ ０ ６８．０ ２

その他紙 １，０９９ １，１６３ １０５．８ １，１６０ ０ ９９．７ ８

スチール缶 ７，９６９ ７，３３９ ９２．１ ７，２９６ ４３ ９８．８ ６３

アルミ缶 １０，０６９ １１，２５４ １１１．８ １１，２５９ ７２ ９９．４ ６３

紙パック １，１４９ ８６３ ７５．１ ８６３ ０ １００．０ ５８

段ボール ４９，５３９ ５１，９４８ １０４．９ ５１，９４８ ０ １００．０ ５９

合 計 １６５，８８２ １６６，８１３ １００．６ １６５，８２８ ６８５ ９９．０

注１ 本表の数値は、国の調査方法に準じて算出したものです。
注２ 実施市町村数は、第９期埼玉県分別収集促進計画に基づき令和３年３月末時点で分別収集を実施している市町村の数です。
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（７）し尿処理の状況（令和２年度）

処理量
（計画収集処理量）
７９０，４０３kL

浄化槽汚泥
７０３，４９３kL

下水道投入量
０kL

下水道投入率
０．０％

自家処理量
４１１kL

浄化槽水洗化率
１９．５％

水洗化人口
７，３１７，９４５人

水洗化率
９９．０％

非水洗化人口
７６，５５６人

非水洗化率
１．０％

下水道水洗化率
７９．４％

計画収集率
９９．７％

自家処理率
０．３％

し尿処理施設
処理量

７９０，４０３kL

し尿処理率
１００．０％

浄化槽人口
１，４４３，３３９人

（うち、コミュニティ
プラント）
９０５人

総人口
７，３９４，５０１人

公共下水道人口
５，８７４，６０６人

計画収集人口
７６，３２６人

自家処理人口
２３０人

くみ取りし尿
８６，９１０kL

下水道終末処理場

8
廃
棄
物
関
係

239



年 度 総人口
水洗化人口 非水洗化人口

公共下水道人口 浄化槽人口 計画収集人口 自家処理人口

２８ ７，３４０，４５８
５，６５１，７５０ １，５８７，２７２ １０１，１９７ ２３９

７７．０％ ２１．６％ １．４％ ０．０％

２９ ７，３５９，４３０
５，７１４，１４１ １，５５１，１１５ ９３，９９６ １７８

７７．６％ ２１．１％ １．３％ ０．０％

３０ ７，３７０，６２１
５，７８３，６９９ １，５０４，５３５ ８２，１６８ ２１９

７８．５％ ２０．４％ １．１％ ０．０％

Ｒ１ ７，３８７，９１３
５，８３３，１７３ １，４７７，１５８ ７７，４１７ １６５

７９．０％ ２０．０％ １．０％ ０．０％

Ｒ２ ７，３９４，５０１
５，８７４，６０６ １，４４３，３３９ ７６，３２６ ２３０

７９．４％ １９．５％ １．０％ ０．０％

（８）水洗化人口 （単位：人）

年 度 総排出量
排出内訳

総処理量
処理内訳

生し尿 浄化槽汚泥 自家処理 し尿処理施設 下水道投入

２８ ８０８
１０４ ７０４ ０

８０８
８０８ ０

１２．９％ ８７．１％ ０．０％ １００．０％ ０．０％

２９ ８０５
１００ ７０５ ０

８０５
８０５ ０

１２．４％ ８７．６％ ０．０％ １００．０％ ０．０％

３０ ７９０
９４ ６９６ ０

７９０
７９０ ０

１１．９％ ８８．１％ ０．０％ １００．０％ ０．０％

Ｒ１ ７９６
９２ ７０４ ０

７９６
７９６ ０

１１．５％ ８８．４％ ０．０％ １００．０％ ０．０％

Ｒ２ ７９１
８７ ７０３ ０

７９０
７９０ ０

１１．０％ ８９．０％ ０．１％ １００．０％ ０．０％

（９）し尿の総排出量の内訳・処理の状況 （単位：千kL）

※ 端数処理の関係で排出内訳の合計と合いません。
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年 度
申請件数 許可件数 不許可件数

新規 変更 更新 新規 変更 更新 新規 変更 更新

２４ ８０８ ２７２ １，４９４ ８４６ ２６９ １，６２５ ３ ０ ６

２５ ７９６ ２２２ １，７３１ ７３２ ２３２ １，６４３ ５ １ ２

２６ ９４０ ２０３ １，８７５ ９３２ １９４ １，８７４ ６ ３ ７

２７ ９０５ ２４０ １，８７６ ９２５ ２４６ １，８６９ ２ １ ６

２８ ９０６ ２０６ ２，０３８ ８８４ ２０８ ２，０１５ １ ０ ５

２９ ８５０ ２１０ １，９１３ ８６３ ２０１ １，９０３ ５ ０ ３

３０ ９０８ ２０１ ２，０２０ ８６８ １９２ １，９０６ １ １ ４

Ｒ１ ９３１ ２１７ ２，２０１ ９１０ １６８ ２，０６８ ２ ０ ２

Ｒ２ １，０６１ ２１０ ２，２７０ ９９９ ２１０ ２，３３１ １ ０ ２

Ｒ３ １，１２８ ２１０ ２，４１８ １，１１３ ２１７ ２，３５７ １ ０ ３

（１２）産業廃棄物処理業の許可等の内訳

再生する廃棄物の種類 令和２年度
登録事業者数 登録事業者総数

古紙・古繊維 ０ １０１

金属くず ０ ７９

廃プラスチック類 ０ ２２

木くず ０ ２０

がれき類・コンクリートくず・鉱さい ０ ２０

ガラスくず・陶磁器くず・空き瓶 ０ ２２

その他 ０ ２２

（１０）登録廃棄物再生事業者数（令和３年度） （単位：件）

※ 権限移譲済の秩父市、加須市、草加市、越谷市、川口市、戸田市及び
上里町を除く事業者数

業 務 内 容 申請件数 許可件数 許可業者数
（年度末）

産業廃棄物収集運搬業 ３，５０６ ３，４５５ １６，８７１

産業廃棄物中間処分業 ７９ ７０ ２９５

特別管理産業廃棄物収集運搬業 １６９ １６１ １，００７

特別管理産業廃棄物中間処分業 ２ １ ２３

最終処分業 ０ ０ ０

合 計 ３，７５６ ３，６８７ １８，１９６

（１１）産業廃棄物処理業の申請及び許可件数（令和３年度）
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処理方法 産業廃棄物の種類 施設数

１ 破 砕 廃プラスチック類、木くず、がれき類など ３８８

２ 焼 却 廃酸、紙くず、木くず、繊維くずなど ２９

３ 切 断 金属くず ５３

４ 圧 縮 金属くず ６３

５ 圧 縮 梱 包 廃プラスチック類、紙くず、繊維くずなど ８９

６ 溶 融 減 容 廃プラスチック類 ２８

７ 破砕・減容 廃プラスチック類、紙くず、繊維くずなど ２７

８ 脱 水 汚泥 ５３

９ 中 和 廃酸、廃アルカリ １７

１０ 発 酵 動植物性残さ、家畜ふん尿 ２２

１１ 溶 融 燃え殻、ばいじん等 ６

１２ 圧 縮 減 容 廃プラスチック類、紙くず、繊維くずなど １２

１３ 乾 燥 汚泥、動植物性残さ １０

１４ 蒸 留 廃油 ８

１５ そ の 他 汚泥など ７４

合 計 ８８７

施 設 箇 所 数 残余容量（㎥）

安 定 型 ０ ０

管 理 型 １ ９５５，７３６

発生場所 道路 河川・水路 作業場 農地 山林 宅地 その他 計

件 数 １２ １０ ０ １２ ８ １５ １９ ７６

構成比（％） １５．８ １３．２ ０ １５．８ １０．５ １９．７ ２５ １００

（１３）産業廃棄物中間処理施設数（令和３年度） （１４）産業廃棄物最終処分場数（令和３年度末）

（１５）産業廃棄物の不法投棄発生状況（令和３年度）

※ 産業廃棄物処理施設の許可を有するものに限る。
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